
平成25年3月期 決算短信〔日本基準〕（連結）
平成25年5月10日

（百万円未四捨五入）

上場会社名 東京計器株式会社 上場取引所 東
コード番号 7721 URL http://www.tokyo-keiki.co.jp/
代表者 （役職名） 取締役社長 （氏名） 脇 憲一
問合せ先責任者 （役職名） 取締役管理部長 （氏名） 土屋 誠 TEL 03-3732-2111
定時株主総会開催予定日 平成25年6月27日 配当支払開始予定日 平成25年6月28日
有価証券報告書提出予定日 平成25年6月28日
決算補足説明資料作成の有無 ： 有
決算説明会開催の有無 ： 有 （証券アナリスト、機関投資家向け）

1.  平成25年3月期の連結業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

(2) 連結財政状態

(3) 連結キャッシュ・フローの状況

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 40,217 △2.0 1,829 △10.2 1,944 △11.3 1,360 3.5
24年3月期 41,055 10.2 2,036 353.8 2,190 360.1 1,314 ―

（注）包括利益 25年3月期 1,581百万円 （15.6％） 24年3月期 1,367百万円 （―％）

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

25年3月期 16.20 ― 6.7 4.2 4.5
24年3月期 15.58 ― 6.8 4.8 5.0

（参考） 持分法投資損益 25年3月期 44百万円 24年3月期 22百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 47,314 21,319 44.6 251.21
24年3月期 45,986 19,997 42.9 235.19

（参考） 自己資本 25年3月期 21,082百万円 24年3月期 19,739百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

25年3月期 2,110 △679 352 10,515
24年3月期 △108 △263 △1,300 8,713

2.  配当の状況
年間配当金 配当金総額

（合計）
配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

24年3月期 ― ― ― 3.00 3.00 252 19.3 1.3
25年3月期 ― ― ― 3.00 3.00 252 18.5 1.2
26年3月期(予想) ― ― ― 3.00 3.00 18.0

3. 平成26年 3月期の連結業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）流体機器事業及び防衛・通信機器事業の売上高が第３四半期以降に偏るため、第２四半期累計期間は赤字となる予想であります。

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 18,000 △4.2 △740 ― △710 ― △600 ― △7.15
通期 46,500 15.6 2,180 19.2 2,150 10.6 1,400 2.9 16.68



※  注記事項
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動） ： 無

(2) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

詳細は、添付資料Ｐ．１６ 「４．連結財務諸表 （５）連結財務諸表に関する注記事項 （会計方針の変更）」 をご参照下さい。

(3) 発行済株式数（普通株式）

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 有
② ①以外の会計方針の変更 ： 無
③ 会計上の見積りの変更 ： 無
④ 修正再表示 ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年3月期 85,382,196 株 24年3月期 85,382,196 株
② 期末自己株式数 25年3月期 1,457,290 株 24年3月期 1,456,008 株
③ 期中平均株式数 25年3月期 83,925,392 株 24年3月期 84,360,572 株

（参考）個別業績の概要

1.  平成25年3月期の個別業績（平成24年4月1日～平成25年3月31日）

(2) 個別財政状態

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年3月期 36,547 △0.2 637 19.2 1,223 △8.9 993 0.6
24年3月期 36,633 12.4 534 ― 1,342 ― 986 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期純

利益
円 銭 円 銭

25年3月期 11.83 ―
24年3月期 11.69 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年3月期 41,230 16,664 40.4 198.55
24年3月期 40,095 15,760 39.3 187.79

（参考） 自己資本 25年3月期 16,664百万円 24年3月期 15,760百万円

2. 平成26年 3月期の個別業績予想（平成25年 4月 1日～平成26年 3月31日）
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）第２四半期累計期間が赤字となる理由は、連結業績予想で注記した内容と同様であります。

※ 監査手続の実施状況に関する表示
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続きの対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続き

は終了しておりません。

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項
本資料に記載されている業績予想につきましては現時点で入手可能な情報に基づき算出したものであり、当社としてその実現を約束する趣旨のものではあり

ません。実際の業績は今後様々な要因によって大きく異なる結果となる可能性があります。
決算説明会にて使用した資料等につきましては、速やかに当社ホームページに掲載する予定です。

売上高 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純利

益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計) 16,300 △4.6 △620 ― △480 ― △5.72
通期 42,500 16.3 1,640 34.1 1,180 18.9 14.06
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(1）経営成績に関する分析

当連結会計年度における我が国経済は、１ドル80円前後での円高の継続、欧州債務問題の長期化、中国等の経済成

長の鈍化が輸出の足枷となり企業収益を著しく圧迫し、足踏み状態が続いたものの、年末の政権交代後から為替が一

転して円安に向かい、国内株式市場も持ち直すなど、国内企業の経営環境改善への変化がみられるようになりまし

た。

このような状況の下、当社グループは、外部環境に左右されにくい長期的で持続的な成長を実現し、企業価値を高

めるべく取り組んでまいりました。具体的には、前期に課題として掲げました成長戦略を軌道に乗せることにつきま

しては、激変する環境に対しスピード経営を実現するための最適な事業構造を検討してきた結果、平成25年４月から

カンパニー制を導入することを決定しました。中長期的な課題につきましては、グローバル化推進の一環として油圧

機器のコスト競争力を強化しアジアを中心にシェア拡大を図ること、そして国際的な分業体制を確立し調達や供給リ

スクを分散することを目的としてベトナム社会主義共和国に現地法人「TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY 

CO.,LTD.」を設立しました。更に、時代や社会が求める課題を解決し、新たな需要を創出することにつきましては、

農作業の効率化に寄与する国産初の農業用トラクターガイダンス機器、従来型に比べて低消費電力かつ長寿命となる

新型半導体レーダーの投入等、「事業領域の拡大」や「既存事業の強化」を見据えた商品開発に取り組んでまいりま

した。

以上の結果、当社グループの当連結会計年度における受注高は、船舶港湾機器及び油空圧機器は海外市場が低調な

ことなどから前期を下回ったものの、流体機器及び防衛・通信機器の国内官需市場が堅調に推移し前期を上回ったこ

とから、グループ全体では41,270百万円と前期比1.2％の増加となりました。売上高は、流体機器は国内官需市場が

堅調に推移し、防衛・通信機器は大型案件の納入繰延べがあったものの艦艇搭載機器の数量増等があったことから、

それぞれ前期を上回りましたが、船舶港湾機器及び油空圧機器は海外市場が低調に推移し前期を下回ったことから、

グループ全体では40,217百万円と前期比2.0％の減少となりました。

損益面では、原価率の低減等によるコストダウン効果が売上高の減少による利益減に及ばなかったことなどから、

経常利益は1,944百万円と前期比247百万円の減益となりました。また、当期純利益は、法人税等調整額が減少したこ

とから、1,360百万円と前期比46百万円の増益となりました。 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

〔船舶港湾機器事業〕

当事業の商船市場では、海運会社の在来船への投資控等により機器換装需要が低迷していることに加え、円高や海

運不況等の影響を受け国内造船所の新造船建造受注も低調なまま回復しなかったことから、受注、売上ともに前期を

下回りました。

内航船市場では、老齢船の代替需要は依然として低迷しているものの、東日本大震災復興需要による火力発電所燃

料輸送用タンカー向け機器が寄与した他、セメント船建造需要も増加したことから、受注、売上ともに前期を上回り

ました。

海外市場では、OEMのジャイロコンパスが前期並みに推移したものの、韓国、中国造船所の新規受注の落ち込みや

建造キャンセル、納期延期の影響等から、受注、売上ともに前期を下回りました。

船舶関連機器の保守サービスは、海運市況が低迷したものの、部品販売、サービス工事ともに堅調であったことか

ら、受注、売上ともに前期を上回りました。

このような状況の中、装備済み電子海図情報表示装置 EC-7000シリーズを最新のルールに適合させることのでき

る、アップグレードキットを市場投入しました。

この結果、当事業全体として売上高は9,075百万円と前期比562百万円（5.8％）の減少、営業損失は294百万円（前

期営業損失４百万円）となりました。 

〔油空圧機器事業〕

当事業のプラスチック加工機械市場では、中国等の東アジア向けを中心とする海外需要が減速したものの、国内需

要の回復やタイ洪水の復旧需要により、受注、売上ともに前期を上回りました。

工作機械市場では、東アジア向け海外需要及び国内需要が低調に推移したことから、受注、売上ともに前期を下回

りました。

建設機械市場では、北米における建機需要が回復したことに加え、東日本大震災の復興需要が拡大したことから、

受注、売上ともに前期を上回りました。

海外市場では、韓国、台湾及び中国の成形機需要が低調だったことから、受注、売上ともに前期を下回りました。

１．経営成績・財政状態に関する分析
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油圧応用装置は、ダムゲート開閉油圧装置や油圧試験装置が堅調に推移しているものの、バルクキャリア船向けハ

ッチカバー開閉装置や一般産業向け大型物件等が減少したことから、受注、売上ともに前期を下回りました。

このような状況の中、高圧比例電磁式リリーフ弁及び特装車向け新型ラジコンを市場投入しました。

この結果、当事業全体として売上高は11,187百万円と前期比700百万円（5.9％）の減少、営業利益は752百万円と

前期比147百万円（16.3％）の減少となりました。

〔流体機器事業〕

当事業の官需市場では、主力である上水道向け機器が堅調に推移し、農業用水も水管理システム向け機器が順調で

あったことから、受注、売上ともに前期を上回りました。

民需市場では、船舶接岸速度計の更新需要が一巡したことから、受注は前期並みとなり、売上は前期を下回りまし

た。

海外市場では、円高の影響を受け東南アジア、欧州向け案件が低調であったことから、受注、売上ともに前期を下

回りました。

この結果、当事業全体として売上高は2,209百万円と前期比65百万円（3.0％）の増加、営業利益は222百万円と前

期比65百万円（41.4％）の増加となりました。

〔防衛・通信機器事業〕

当事業の防衛市場では、航空機搭載機器及び艦艇搭載機器の部品、修理が減少したものの、F-15主力戦闘機用自己

防御能力向上機器やC-2新型輸送機用自己防御機器の量産開発が始まったことから、受注は前期を上回り、F-15主力

戦闘機用自己防御能力向上機器の納入繰延べがあったものの、潜水艦搭載機器の納入に加え艦艇搭載機器及びSH-60K

対潜哨戒ヘリコプター用逆探装置HLR-108Cの数量増等から、売上も前期を上回りました。

海上交通機器市場では、VTS用新型レーダーが貢献したことから、受注は前期を大きく上回りましたが、売上は前

期並みとなりました。

センサー機器市場では、センサー関連機器で新たな地震計システムや農業用トラクターガイダンス機器が貢献した

ことから、受注は前期を上回りましたが、トンネル関連機器やアスファルトフィニッシャーの制御機器が低調であっ

たことから、売上は前期並みとなりました。

通信機器市場では、移動体衛星通信用アンテナスタビライザーや防振カメラなどが貢献したことから、受注は前期

を上回りましたが、PHS基地局関連機器の納入が終了したことなどから、売上は前期を下回りました。

このような状況の中、国産初の農業用トラクターガイダンス機器 AG-RiDER（トラクターの位置と走行状態を計測

し、効率的な走行経路を提供する機器）、日本初となるVTS用新型Ku帯半導体レーダーを市場投入しました。

この結果、当事業全体として売上高は14,148百万円と前期比458百万円（3.3％）の増加、営業利益は642百万円と

前期比28百万円（4.6％）の増加となりました。 

〔その他の事業〕

検品機器は、主力であるグラビア印刷市場において国内外の設備投資が上向きになったことから、受注、売上とも

に前期を上回りました。

防災機器は、消防庁の点検指導強化に基づく「ガス系消火設備の容器弁の安全性に係る点検」に関連する部品販売

及び交換工事が拡大したことや立体駐車場関連案件が堅調であったことから、受注、売上ともに前期を上回りまし

た。

鉄道機器は、機器販売においてレール探傷車の新造案件が延期されたことや分岐器検査装置の更新需要が減少した

こと、各種探傷器の販売が低調であったことから、受注、売上ともに前期を下回りました。

この結果、当事業全体として売上高は3,595百万円と前期比97百万円（2.6％）の減少、営業利益は815百万円と前

期比40百万円（5.2％）の増加となりました。

次期の見通しにつきましては、船舶港湾機器事業が当期並みと見込まれているものの、油空圧機器事業が建設機械

市場及び海外市場への拡販、流体機器事業が公共投資の増加が見込まれる官需市場での販売強化及び成長が期待でき

る海外市場への展開、防衛・通信機器事業がF-15主力戦闘機用自己防御能力向上機器の納入や新政権による公共事業

の大幅増加に伴う道路関連機器の需要増加、通信市場での移動体衛星通信用アンテナスタビライザーの納入増によ

り、売上は当期に対して15.6％増の46,500百万円を予想しております。

利益は、前期に引き続きトータルコストダウンを推進し、一層の利益拡大に努めてまいりますが、基幹情報システ

ムの更新に係る情報関連費及び将来の成長に向けての設備投資並びに研究開発に注力することから、営業利益は

2,180百万円、経常利益は2,150百万円を予想しております。また、当期純利益は1,400百万円を見込んでおります。
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(2）財政状態に関する分析

資産、負債及び純資産の状況

当連結会計年度末の流動資産は、前期末に比べて1,000百万円増加し37,533百万円となりました。これは、受取手

形及び売掛金が減少したものの、現金及び預金並びにたな卸資産が増加したことによるものです。また、固定資産は

前期末に比べて328百万円増加し、9,781百万円となりました。これは、繰延税金資産が減少したものの、投資有価証

券及び建設仮勘定が増加したことによるものです。この結果、資産合計は、前期末の資産合計45,986百万円から

1,328百万円増加し、47,314百万円となりました。

流動負債は、前期末に比べて111百万円減少し17,585百万円となりました。これは未払金及び未払法人税等が増加

したものの、支払手形及び買掛金が減少したことによるものです。固定負債は、前期末に比べて116百万円増加し、

8,409百万円となりました。これは、退職給付引当金が減少したものの、長期借入金が増加したことによるもので

す。この結果、負債合計は前期末の負債合計25,989百万円から５百万円増加し、25,994百万円となりました。

純資産合計は、前期末の純資産合計19,997百万円から1,323百万円増加し、21,319百万円となりました。これは当

期純利益により利益剰余金が増加したこと及びその他有価証券評価差額金が増加したことによるものです。この結

果、自己資本比率は前期末42.9％から1.6ポイント増加し、44.6％となりました。

キャッシュ・フローの状況

当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は10,515百万円と前年同期比1,802百万円

（20.7％）増加しました。各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は2,110百万円（前年同期は108百万円の使用）となりました。その主な要因は、税金

等調整前当期純利益1,920百万円、売上債権の減少1,199百万円、減価償却費785百万円、仕入債務の減少669百万円及

び退職給付引当金の減少521百万円によるものです。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は679百万円（前年同期は263百万円の使用）となりました。その主な要因は、固定資

産の取得による支出816百万円及び貸付金の回収による収入157百万円によるものです。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は352百万円（前年同期は1,300百万円の使用）となりました。その主な要因は、長期

借入れによる収入1,500百万円、長期借入金の返済による支出809百万円及び配当金の支払252百万円によるもので

す。

なお、連結ベースのキャッシュ・フロー指標のトレンドは下記のとおりです。

（注）自己資本比率 ：自己資本／総資産

時価ベースの株主資本比率 ：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／営業キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ ：営業キャッシュ・フロー／利払い

１．指標は、いずれも連結ベースの財務数値により計算しております。

２．株式時価総額は、連結決算日における株価×期末発行済株式数（自己株式控除）により算出しておりま

す。

３．営業キャッシュ・フローは連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用し

ております。有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債

を対象としております。また、利払いは連結キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しておりま

す。

平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期 平成25年３月期

自己資本比率（％） 42.2 41.7 42.9 44.6

時価ベースの自己資本比率（％） 21.6 22.8 33.2 32.3

キャッシュ・フロー対有利子負債比率 3.8 18.2 － 6.0

インタレスト・カバレッジ・レシオ（倍） 22.7 4.0 － 16.1

- 4 -

東京計器㈱　（7721）　平成25年3月期　決算短信



(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は株主に対する利益配当は、企業体質の強化とのバランスを図りながら安定的な配当を継続して行うことを基

本方針としております。

当期の配当につきましては、前期に引き続き１株当たり３円を予定しております。内部留保につきましては、引き

続き競争優位を継続的に創出する「成長サイクル」の構築に向けて、研究開発、生産性向上、グローバル戦略の推進

等を目的とした投資に充当してまいります。

次期の配当につきましては、引き続き１株当たり３円を実施する予定であります。

当社グループは、当社、子会社10社及び関連会社２社で構成され、船舶港湾機器、油空圧機器、流体機器、防衛・

通信機器の製造・販売及び修理を行う各事業並びにその他の事業（検品機器、防災機器、鉄道機器の製造・販売及び

修理等）を主な内容とし、更に各事業に関連する物流、その他サービス等の事業活動を展開しております。

当社グループの事業に係わる位置付け及びセグメントとの関連は、次のとおりであります。

船舶港湾機器事業

舶用機器の製造・販売及び修理を当社が行う他、サービス部品の販売を東京計器カスタマーサービス㈱が、舶用無

線の通信料金の精算、設備の保守管理を㈱モコス・ジャパンが、舶用機器・部品の販売、販売斡旋及びアフターサ

ービスを東涇技器(上海)商貿有限公司が行っております。 

＜主な関係会社＞

東京計器カスタマーサービス㈱、㈱モコス・ジャパン、東涇技器(上海)商貿有限公司

油空圧機器事業

油空圧機器の製造・販売及び修理を当社が行う他、油圧応用装置の製造・販売及び修理を東京計器パワーシステム

㈱が、油圧機器及び部品の製造をTOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY CO.,LTD.が、油圧機器の製造及び油空圧機

器の販売を関連会社TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD.が行っております。

＜主な関係会社＞

東京計器パワーシステム㈱、TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY CO.,LTD.、TOKIMEC KOREA POWER CONTROL 

CO.,LTD.

流体機器事業

流体計測機器の製造・販売及び修理を当社が行っております。

防衛・通信機器事業

防衛関連機器、海上交通システム関連機器、道路及びトンネル用計測・自動制御機器、センサー機器及び通信機器

の製造・販売及び修理を当社が行う他、部品の販売及び修理の一部を東京計器アビエーション㈱が行っておりま

す。

＜主な関係会社＞

東京計器アビエーション㈱

その他の事業

印刷物等の検品機器の製造・販売を当社が行う他、鉄道用測定機器の製造・販売及び検測業務の請負を東京計器レ

ールテクノ㈱が、舶用・油圧機器及び部品等の販売をTOKYO KEIKI U.S.A., INC.が、防災機器の製造・販売業務の

代行、当社グループの製品等の荷造・梱包等、不動産の管理・斡旋を東京計器テクノポート㈱がそれぞれ行ってお

ります。また、当社グループの情報処理業務、ソフトウェアの開発の一部、ファクタリング業及び総合リース業を

東京計器インフォメーションシステム㈱が行っております。

＜主な関係会社＞

東京計器レールテクノ㈱、TOKYO KEIKI U.S.A., INC.、東京計器テクノポート㈱、東京計器インフォメーション

システム㈱

２．企業集団の状況

- 5 -

東京計器㈱　（7721）　平成25年3月期　決算短信



事業の系統図は次のとおりであります。

子会社及び関連会社は次のとおりであります。

（注） TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY CO.,LTD.は、平成24年10月４日に設立いたしました。 

連結子会社

東京計器アビエーション㈱ 航空機器に関連する機器及び部品の修理並びに販売

東京計器カスタマーサービス㈱ 舶用機器の部品販売

東京計器パワーシステム㈱ 油圧応用装置の製造及び販売

東京計器インフォメーションシス

テム㈱

情報処理サービス業務、ソフトウェア開発、総合リース業、ファクタ

リング業

東京計器テクノポート㈱ 不動産の管理・斡旋、防災機器の製造・販売業務の代行、建物保守管

理業、製品梱包業、保険代理業

東京計器レールテクノ㈱ 鉄道用測定機器の製造及び販売、鉄道軌道検測業務の請負 

㈱モコス・ジャパン 舶用無線の通信料金の精算、設備の保守管理

TOKYO KEIKI U.S.A., INC. 舶用・油圧機器及び部品等の販売

東涇技器(上海)商貿有限公司 舶用機器・部品の販売、販売斡旋及びアフターサービス

TOKYO KEIKI PRECISION 

TECHNOLOGY CO.,LTD.

油圧機器及び部品の製造

関連会社

TOKIMEC KOREA POWER CONTROL 

CO.,LTD.

油圧機器の製造及び油空圧機器の販売

TOKIMEC KOREA HYDRAULICS 

(Wuxi) CO.,LTD.

油圧機器の製造及び販売
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［関係会社の状況］

（注）１ 主要な事業の内容欄には、セグメントの名称を記載しております。

２ 特定子会社に該当しております。

３ 有価証券届出書又は有価証券報告書を提出している会社はありません。

４ 東京計器アビエーション㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く）の連結売上高に占め

る割合が10％を超えております。

同社の主要な損益情報等 ①  売上高 7,101百万円

② 経常利益 173百万円

③ 当期純利益 99百万円

④ 純資産額 907百万円

⑤ 総資産額 2,423百万円

名称 住所
資本金又は
出資金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の
所有割合
（％）

関係内容

（連結子会社）

東京計器アビエーション㈱

（注２、４）

埼玉県

飯能市
20 防衛・通信機器 100

当社製造製品を販売しております。

なお、当社所有の建物を賃借しておりま

す。

役員の兼任等……有

東京計器カスタマーサービス㈱
東京都

大田区
50 船舶港湾機器 100

当社製造のサービス部品を販売しておりま

す。

役員の兼任等……有

東京計器パワーシステム㈱
東京都

大田区
70 油空圧機器 100

当社製造製品を使用した装置の製造販売を

しております。なお、当社所有建物を賃借

しております。

役員の兼任等……有

東京計器インフォメーションシ

ステム㈱

東京都

大田区
50 その他 100

当社情報処理サービス業務の受託、当社債

務のファクタリング、当社リース契約の受

託をしております。

役員の兼任等……有

債務保証しております。

東京計器テクノポート㈱
東京都

大田区
80 その他 100

当社防災機器の製造・販売業務の代行をし

ております。

役員の兼任等……有

東京計器レールテクノ㈱
東京都

大田区
60 その他 70

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

㈱モコス・ジャパン
神奈川県

横浜市
32 船舶港湾機器 100

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

TOKYO KEIKI U.S.A., INC.

米国

カリフォ

ルニア州

50千

米ドル
その他 100

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……無

東涇技器(上海)商貿有限

公司 

中国

上海

350千

米ドル
船舶港湾機器 100

当社製造製品を販売斡旋しております。

役員の兼任等……有

TOKYO KEIKI PRECISION 

TECHNOLOGY CO.,LTD.

ベトナム

ダナン

737千

米ドル
油空圧機器 100

当社製造製品を製造し、当社へ販売してお

ります。

役員の兼任等……有

（持分法適用関連会社）

TOKIMEC KOREA POWER CONTROL 

CO.,LTD.

韓国

ソウル

1,750百万

ウォン
油空圧機器 34.48

当社製造製品を販売しております。

役員の兼任等……有

その他１社
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(1）会社の経営の基本方針

当社グループは、「計測、認識、制御といった人間の感覚の働きをエレクトロニクスをはじめとする先端技術で商

品化していく事業を核として社会に貢献すること」を経営理念とし、「常に最高の技術の追求」、「マーケティング

志向の強化」、「高品質商品とサービスの提供」、「人材の育成」、「社会規範に則り、健全で公正な企業活動の推

進」、「限りある資源の保全」、「総合的な企業価値の向上と企業関係者への期待に応える」を経営の方針としてお

ります。

企業の使命として自らの発展だけでなく、社会に貢献する公器として、全社員がその一員であることを誇りに思え

るとともに、社会と顧客から全面的に信頼される質の高い会社を目指しております。このため、当社グループはコー

ポレート・ガバナンスを充実させ、内部統制体制を適正に整備・運用し正しい決算を行い、財務報告の信頼性を確保

してまいります。

また、地球環境に負荷をかけるような廃棄物は出さないという基本的な考えのもとに、環境保全と環境に優しい商

品の提供に努めてまいります。

(2）目標とする経営指標

当社グループは、企業価値を高めるべく「高収益体質の実現とさらなる財務体質の強化」を目指し、経営指標とし

て自己資本比率及びＤＥレシオの向上を目標に掲げておりますが、当期の自己資本比率は前期と比較して1.6ポイン

ト増の44.6％、ＤＥレシオは前期並みの0.61倍となりました。

今後につきましては、引き続き財務体質の強化に努めるとともに、当社グループが長い間に培ってきた有形・無形

の資産を磨いて活かし、独自の付加価値と圧倒的な競争優位を継続的に創出し、持続的に成長し長期的に発展するた

めに、中長期的な視野に基づいた研究開発の推進や生産性向上を図り、企業価値を向上させ、ステークホルダーの期

待と要請にこたえてまいります。

(3）会社の対処すべき課題

我が国経済は、欧州債務問題再燃の懸念や中国経済成長の鈍化による海外景気の下振れリスク、原油価格の高騰や

円安による輸入原材料価格の上昇等から予断を許さない状況が続くものの、円高修正による輸出環境の改善と株価上

昇、大規模な財政出動等により、徐々に回復していくことが期待されております。

このような認識の下、当社グループが対処すべき課題は、短期的には効率化と高付加価値化で「既存事業を強化」

するとともに、平成25年４月からスタートしたカンパニー制により、一段と高められた自律性と効率性を最大限に活

用し、開発から生産、販売、サービスまでの一元管理体制をより強固なものとすることで国際的な競争力を更に高

め、成長戦略を加速することであります。

中長期的には、第二次成長戦略の中心となる「グローバル化の推進」と「事業領域の拡大」により、平成27年度に

連結で570億円の売上高、経常利益率８％以上という目標を達成することであります。そのためには、各カンパニー

の個別最適だけではなく、コーポレート機能も強化することで、既存事業の選択と集中、不足する経営資源のＭ＆Ａ

等による補強等に止まらず、カンパニー制の縦割り組織からは生まれにくい新たな発想で、カンパニーの保有する技

術、商品、販路等を横断的に組み合わせて新規事業を創出するなど全体最適にも注力してまいります。更に、強みと

して保有する多種多様な技術・技能を練磨・駆使し、時代や社会が求める課題を解決することで新たな需要を自ら創

出し、外部環境に左右されにくい長期的で持続的な成長を実現し、グループ全体の企業価値を高めてまいります。

加えて、ステークホルダーから一層の信頼を得るため、コーポレート・ガバナンスを強化し、財務報告の信頼性確

保を含め、企業としての内部統制環境の充実に努めてまいります。

また、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力に対しては、一切の関係遮断を目的として毅然とした態

度で対応してまいります。 

３．経営方針
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４．連結財務諸表
（１）連結貸借対照表

（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 8,718 10,515

受取手形及び売掛金 14,860 13,666

商品及び製品 1,088 1,177

仕掛品 5,831 6,370

原材料及び貯蔵品 4,892 4,604

繰延税金資産 661 824

未収入金 146 163

その他 341 215

貸倒引当金 △5 △1

流動資産合計 36,532 37,533

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 12,707 12,707

減価償却累計額 △10,815 △10,901

建物及び構築物（純額） 1,892 1,806

機械装置及び運搬具 14,180 14,149

減価償却累計額 △13,351 △13,380

機械装置及び運搬具（純額） 829 769

工具、器具及び備品 10,317 10,378

減価償却累計額 △9,744 △9,630

工具、器具及び備品（純額） 573 748

土地 1,926 1,926

リース資産 94 94

減価償却累計額 △28 △47

リース資産（純額） 65 47

建設仮勘定 48 358

有形固定資産合計 5,334 5,654

無形固定資産

のれん 20 4

ソフトウエア 36 42

その他 206 146

無形固定資産合計 262 192

投資その他の資産

投資有価証券 1,759 2,092

繰延税金資産 1,370 1,127

差入保証金 639 636

その他 150 132

貸倒引当金 △62 △53

投資その他の資産合計 3,858 3,935

固定資産合計 9,453 9,781

資産合計 45,986 47,314
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(平成24年３月31日)

当連結会計年度
(平成25年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 5,697 5,030

短期借入金 8,654 8,675

未払金 504 692

未払法人税等 278 404

賞与引当金 927 996

その他 1,636 1,789

流動負債合計 17,696 17,585

固定負債

長期借入金 3,411 4,080

退職給付引当金 3,598 3,077

役員退職慰労引当金 289 334

資産除去債務 786 791

その他 209 128

固定負債合計 8,294 8,409

負債合計 25,989 25,994

純資産の部

株主資本

資本金 7,218 7,218

資本剰余金 14 14

利益剰余金 12,590 13,698

自己株式 △193 △193

株主資本合計 19,628 20,736

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 280 448

為替換算調整勘定 △169 △102

その他の包括利益累計額合計 111 346

少数株主持分 258 237

純資産合計 19,997 21,319

負債純資産合計 45,986 47,314
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（２）連結損益計算書及び連結包括利益計算書
（連結損益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

売上高 41,055 40,217

売上原価 30,401 29,649

売上総利益 10,654 10,568

販売費及び一般管理費 8,618 8,739

営業利益 2,036 1,829

営業外収益

受取利息 12 11

受取配当金 46 46

生命保険配当金 37 37

設備賃貸料 10 11

持分法による投資利益 22 44

補助金収入 25 23

貸倒引当金戻入額 44 12

為替差益 1 10

その他 113 72

営業外収益合計 310 264

営業外費用

支払利息 126 113

設備賃貸費用 16 16

その他 13 21

営業外費用合計 155 150

経常利益 2,190 1,944

特別利益

投資有価証券売却益 3 －

特別利益合計 3 －

特別損失

固定資産除売却損 15 18

投資有価証券売却損 － 1

投資有価証券評価損 3 4

特別損失合計 18 23

税金等調整前当期純利益 2,175 1,920

法人税、住民税及び事業税 472 557

法人税等調整額 364 18

法人税等合計 836 575

少数株主損益調整前当期純利益 1,340 1,345

少数株主利益又は少数株主損失（△） 26 △15

当期純利益 1,314 1,360
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（連結包括利益計算書）

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

少数株主損益調整前当期純利益 1,340 1,345

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 34 168

為替換算調整勘定 △7 67

持分法適用会社に対する持分相当額 1 0

その他の包括利益合計 27 236

包括利益 1,367 1,581

（内訳）

親会社株主に係る包括利益 1,341 1,596

少数株主に係る包括利益 26 △15
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（３）連結株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 7,218 7,218

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,218 7,218

資本剰余金

当期首残高 14 14

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 14 14

利益剰余金

当期首残高 11,531 12,590

当期変動額

剰余金の配当 △256 △252

当期純利益 1,314 1,360

当期変動額合計 1,058 1,108

当期末残高 12,590 13,698

自己株式

当期首残高 △28 △193

当期変動額

自己株式の取得 △165 △0

当期変動額合計 △165 △0

当期末残高 △193 △193

株主資本合計

当期首残高 18,735 19,628

当期変動額

剰余金の配当 △256 △252

当期純利益 1,314 1,360

自己株式の取得 △165 △0

当期変動額合計 893 1,108

当期末残高 19,628 20,736
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（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金

当期首残高 246 280

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 34 168

当期変動額合計 34 168

当期末残高 280 448

為替換算調整勘定

当期首残高 △163 △169

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △6 67

当期変動額合計 △6 67

当期末残高 △169 △102

その他の包括利益累計額合計

当期首残高 83 111

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 27 236

当期変動額合計 27 236

当期末残高 111 346

少数株主持分

当期首残高 237 258

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 21 △21

当期変動額合計 21 △21

当期末残高 258 237

純資産合計

当期首残高 19,055 19,997

当期変動額

剰余金の配当 △256 △252

当期純利益 1,314 1,360

自己株式の取得 △165 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 49 215

当期変動額合計 942 1,323

当期末残高 19,997 21,319
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（４）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：百万円）

前連結会計年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当連結会計年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前当期純利益 2,175 1,920

減価償却費 1,029 785

のれん償却額 16 16

差入保証金償却額 12 12

貸倒引当金の増減額（△は減少） △45 △13

退職給付引当金の増減額（△は減少） △677 △521

賞与引当金の増減額（△は減少） 81 69

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △10 44

受取利息及び受取配当金 △58 △57

支払利息 126 113

持分法による投資損益（△は益） △22 △44

投資有価証券売却損益（△は益） △3 1

投資有価証券評価損益（△は益） 3 4

固定資産除売却損益（△は益） 15 18

売上債権の増減額（△は増加） △2,853 1,199

たな卸資産の増減額（△は増加） △737 △338

仕入債務の増減額（△は減少） 861 △669

その他の資産の増減額（△は増加） 108 △36

その他の負債の増減額（△は減少） 196 94

その他 19 17

小計 237 2,615

利息及び配当金の受取額 60 59

利息の支払額 △145 △131

法人税等の支払額 △260 △433

営業活動によるキャッシュ・フロー △108 2,110

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 － 5

投資有価証券の取得による支出 △5 △25

投資有価証券の売却による収入 17 2

固定資産の取得による支出 △497 △816

固定資産の売却による収入 0 1

貸付金の回収による収入 5 157

敷金及び保証金の差入による支出 △9 △17

敷金及び保証金の回収による収入 219 10

その他 8 5

投資活動によるキャッシュ・フロー △263 △679

財務活動によるキャッシュ・フロー

長期借入れによる収入 2,050 1,500

長期借入金の返済による支出 △2,845 △809

リース債務の返済による支出 △80 △81

自己株式の取得による支出 △165 △0

配当金の支払額 △256 △252

少数株主への配当金の支払額 △4 △6

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,300 352

現金及び現金同等物に係る換算差額 △4 19

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,675 1,802

現金及び現金同等物の期首残高 10,387 8,713

現金及び現金同等物の期末残高 8,713 10,515
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該当事項はありません。

１．連結の範囲に関する事項

連結子会社数は10社であり、全ての子会社を連結の範囲に含めております。

主要な会社名

東京計器アビエーション（株）、東京計器パワーシステム（株）、東京計器カスタマーサービス（株）

なお、TOKYO KEIKI PRECISION TECHNOLOGY CO.,LTD.については、当連結会計年度において新たに設立したた

め、連結の範囲に含めております。

２．持分法の適用に関する事項

持分法適用の関連会社数 ２社

会社名

TOKIMEC KOREA POWER CONTROL CO.,LTD. 、TOKIMEC KOREA HYDRAULICS (Wuxi) CO.,LTD.

（減価償却方法の変更）

当社及び国内連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当連結会計年度より、平成24年４月１日以後に取得した

有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。

これにより、従来の方法に比べて、当連結会計年度の減価償却費が17百万円減少し、営業利益、経常利益及び

税金等調整前当期純利益はそれぞれ17百万円増加しております。

１．関連会社に対するものは、次のとおりであります。

２．連結会計年度末日満期手形

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、当連結

会計年度の末日が金融機関の休日であったため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高に含まれて

おります。

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費の総額

(5)連結財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

（会計方針の変更）

（連結貸借対照表関係）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

投資有価証券（株式） 237百万円 百万円322

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

受取手形 489百万円 百万円429

（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

2,355百万円 百万円2,331
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その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

（注）普通株式の自己株式の株式数増１千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

（連結包括利益計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

その他有価証券評価差額金：

当期発生額 百万円△2 百万円225

組替調整額 0 5

税効果調整前 △3 230

税効果額 36 △62

その他有価証券評価差額金 34 168

為替換算調整勘定：

当期発生額 △7 67

持分法適用会社に対する持分相当額：

当期発生額 1 0

その他の包括利益合計 27 236

（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度期
首株式数（千株）

当連結会計年度
増加株式数（千株）

当連結会計年度
減少株式数（千株）

当連結会計年度末
株式数（千株）

発行済株式

普通株式 85,382 ― ― 85,382

合計 85,382 ― ― 85,382

自己株式

普通株式（注） 1,456 1 ― 1,457

合計 1,456 1 ― 1,457

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成24年６月28日

定時株主総会
普通株式 252 3 平成24年３月31日 平成24年6月29日

（決議）
株式の種類

配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日

平成25年６月27日

定時株主総会
普通株式 252 利益剰余金 3 平成25年３月31日 平成25年６月28日

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

現金及び預金勘定 8,718百万円 10,515百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 △5 －

現金及び現金同等物 8,713 10,515
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１．報告セグメントの概要

当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、経営執行に関する意

思決定機関である経営会議が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象とな

っているものであります。 

当社は、本社に製品別に事業部を置き、さらにその中を製品の内容に応じて事業統括部に区分しております。

各事業統括部は、取扱う製品・サービスについて国内及び海外の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開してお

ります。

従って、当社は、事業統括部を基礎とした製品別のセグメントから構成されており、「船舶港湾機器事業」、

「油空圧機器事業」、「流体機器事業」及び「防衛・通信機器事業」の４つを報告セグメントとしております。

「船舶港湾機器事業」は、船舶港湾機器の製造・販売・修理を行っております。「油空圧機器事業」は、油空

圧機器及び油圧応用装置の製造・販売・修理を行っております。「流体機器事業」は、流体機器の製造・販売・

修理を行っております。「防衛・通信機器事業」は、防衛関連機器、海上交通機器、通信機器及びセンサー機器

の製造・販売・修理を行っております。

２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法

報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に

おける記載と概ね同一であります。

報告セグメントの利益は、営業利益ベースの数値であります。

セグメント間の内部収益及び振替高は市場実勢価格に基づいております。

３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、その他の項目の金額に関する情報

前連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日）

（単位：百万円）

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、鉄
道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理
業、不動産の管理業などが含まれております。

２．セグメント利益又は損失の調整額△404百万円には、セグメント間取引消去△130百万円、各報告セグ
メントに配分していない全社収益３百万円及び全社費用△277百万円が含まれております。全社収益
は、主に報告セグメントに帰属しない当社における研究開発活動に係る売上高であります。全社費用
は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
４．セグメント資産の調整額5,476百万円には、セグメント間債権債務消去△3,283百万円、各報告セグメ
ントに配分していない全社資産8,759百万円が含まれております。全社資産は、主に連結財務諸表提出
会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

（セグメント情報）

報告セグメント
その他の

事業
（注）１

合計
調整額
（注）
２、４

連結
財務諸表
計上額

（注）３
船舶港湾
機器事業

油空圧
機器事業

流体
機器事業

防衛・通信
機器事業

計

売上高

外部顧客への

売上高
9,638 11,887 2,144 13,691 37,359 3,692 41,052 3 41,055

セグメント間

の内部売上高

又は振替高

94 87 1 64 246 1,241 1,487 △1,487 －

計 9,732 11,974 2,145 13,754 37,605 4,933 42,539 △1,483 41,055

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

△4 898 157 613 1,665 775 2,440 △404 2,036

セグメント資産 5,301 10,381 1,629 15,220 32,531 7,978 40,510 5,476 45,986

その他の項目

減価償却費 89 286 15 482 872 156 1,029 － 1,029

のれんの償却

額
16 － － － 16 － 16 － 16

有形固定資産

及び無形固定

資産の増加額

104 249 26 209 588 65 653 － 653
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当連結会計年度（自 平成24年４月１日 至 平成25年３月31日）

（単位：百万円）

（注）１．「その他の事業」の区分は、報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、検品機器事業、鉄
道機器事業、防災機器事業、情報処理業、総合リース業、ファクタリング業、荷造・梱包業、保険代理
業、不動産の管理業などが含まれております。

２．セグメント利益又は損失の調整額△309百万円には、セグメント間取引消去△132百万円、各報告セグ
メントに配分していない全社収益２百万円及び全社費用△179百万円が含まれております。全社収益
は、主に報告セグメントに帰属しない当社における研究開発活動に係る売上高であります。全社費用
は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費及び研究開発費であります。

３．セグメント利益又は損失は、連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。
４．セグメント資産の調整額7,228百万円には、セグメント間債権債務消去△3,263百万円、各報告セグメ
ントに配分していない全社資産10,490百万円が含まれております。全社資産は、主に連結財務諸表提出
会社での余資運用資金（現金及び預金）、長期投資資金（投資有価証券）等であります。

報告セグメント
その他の

事業
（注）１

合計
調整額
（注）
２、４

連結
財務諸表
計上額

（注）３
船舶港湾
機器事業

油空圧
機器事業

流体
機器事業

防衛・通信
機器事業

計

売上高

外部顧客への売

上高
9,075 11,187 2,209 14,148 36,620 3,595 40,215 2 40,217

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

88 112 1 55 256 1,134 1,390 △1,390 －

計 9,163 11,299 2,210 14,203 36,875 4,729 41,604 △1,387 40,217

セグメント利益

又はセグメント

損失（△）

△294 752 222 642 1,322 815 2,138 △309 1,829

セグメント資産 4,840 9,949 1,631 15,503 31,923 8,163 40,086 7,228 47,314

その他の項目

減価償却費 73 198 12 314 597 138 734 51 785

のれんの償却額 16 － － － 16 － 16 － 16

有形固定資産及

び無形固定資産

の増加額

88 396 30 395 909 36 946 124 1,070
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１．採用している退職給付制度の概要

連結財務諸表提出会社は確定給付企業年金制度を、連結子会社は主に退職一時金制度を設けております。

２．退職給付債務に関する事項

３．退職給付費用に関する事項

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

(1）退職給付見込額の期間配分方法

期間定額基準

(2）割引率

(3）期待運用収益率

(4）過去勤務債務の額の処理年数

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定率法により費用処理しております。

(5）数理計算上の差異の処理年数

発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定年数（10年）による定率法により、翌連結会計年度から費用処理

しております。

（退職給付関係）

前連結会計年度
（平成24年３月31日）

当連結会計年度
（平成25年３月31日）

(1）退職給付債務（百万円） △12,714 △12,681

(2）年金資産（百万円） 7,609 9,296

(3）未積立退職給付債務(1）＋(2）（百万円） △5,105 △3,385

(4）未認識数理計算上の差異（百万円） 1,509 309

(5）未認識過去勤務債務（債務の減額）（百万円） △3 △2

(6）連結貸借対照表計上額純額(3）＋(4）＋(5）（百万円) △3,598 △3,077

(7）前払年金費用（百万円） － －

(8）退職給付引当金(6）－(7）（百万円） △3,598 △3,077

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

退職給付費用（百万円） 998 1,124

(1）勤務費用（百万円） 580 628

(2）利息費用（百万円） 263 185

(3）期待運用収益（減算）（百万円）  － －

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円） 155 311

(5）過去勤務債務の費用処理額（百万円） △1 △1

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

1.5％ ％1.5

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

0.0％ ％0.0
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（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 ３．１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

１株当たり純資産額 円235.19 円251.21

１株当たり当期純利益金額 円15.58 円16.20

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

当期純利益金額 1,314 1,360

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る当期純利益金額 1,314 1,360

期中平均株式数（千株） 84,361 83,925

前連結会計年度
（自 平成23年４月１日

至 平成24年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成24年４月１日

至 平成25年３月31日）

純資産の部の合計額（百万円） 19,997 21,319

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 258 237

（うち少数株主持分） (258) (237)

普通株式に係る期末の純資産額（百万円） 19,739 21,082

１株当たり純資産額の算定に用いられた期末の普

通株式の数（千株）
83,926 83,925

（重要な後発事象）
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５．個別財務諸表
（１）貸借対照表

（単位：百万円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,989 6,469

受取手形 3,897 3,855

売掛金 9,821 9,107

商品及び製品 932 900

仕掛品 5,636 6,129

原材料及び貯蔵品 4,616 4,297

前渡金 22 27

前払費用 106 107

繰延税金資産 468 558

関係会社短期貸付金 150 －

未収入金 330 221

その他 110 117

貸倒引当金 △2 △1

流動資産合計 31,074 31,784

固定資産

有形固定資産

建物 11,706 11,658

減価償却累計額 △9,898 △9,928

建物（純額） 1,808 1,730

構築物 803 804

減価償却累計額 △750 △755

構築物（純額） 53 49

機械及び装置 13,097 13,090

減価償却累計額 △12,353 △12,383

機械及び装置（純額） 744 707

車両運搬具 44 39

減価償却累計額 △41 △37

車両運搬具（純額） 3 2

工具、器具及び備品 8,359 8,552

減価償却累計額 △8,055 △8,055

工具、器具及び備品（純額） 304 497

土地 1,871 1,871

リース資産 76 92

減価償却累計額 △28 △44

リース資産（純額） 48 48

建設仮勘定 48 348

有形固定資産合計 4,878 5,252

無形固定資産

ソフトウエア 35 46

その他 6 5

無形固定資産合計 41 51
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

投資その他の資産

投資有価証券 1,503 1,747

関係会社株式 658 658

関係会社出資金 28 88

破産更生債権等 6 7

長期前払費用 26 18

差入保証金 632 620

繰延税金資産 1,249 1,007

その他 46 35

貸倒引当金 △46 △38

投資その他の資産合計 4,101 4,143

固定資産合計 9,021 9,445

資産合計 40,095 41,230

負債の部

流動負債

支払手形 1,034 887

買掛金 5,597 5,067

短期借入金 8,277 8,299

リース債務 15 16

未払金 394 647

未払費用 1,393 1,631

未払法人税等 135 334

前受金 60 33

預り金 219 201

賞与引当金 804 874

流動負債合計 17,928 17,989

固定負債

長期借入金 2,111 2,780

リース債務 37 36

退職給付引当金 3,268 2,740

役員退職慰労引当金 205 235

資産除去債務 786 787

固定負債合計 6,407 6,577

負債合計 24,334 24,566
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（単位：百万円）

前事業年度
(平成24年３月31日)

当事業年度
(平成25年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 7,218 7,218

利益剰余金

利益準備金 222 247

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 8,236 8,952

利益剰余金合計 8,458 9,199

自己株式 △193 △193

株主資本合計 15,483 16,223

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 277 440

評価・換算差額等合計 277 440

純資産合計 15,760 16,664

負債純資産合計 40,095 41,230
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（２）損益計算書

（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

売上高

製品売上高 35,636 35,673

商品売上高 996 874

売上高合計 36,633 36,547

売上原価

製品期首たな卸高 508 448

商品期首たな卸高 20 55

当期製品製造原価 27,681 27,760

当期商品仕入高 840 685

合計 29,048 28,948

製品期末たな卸高 448 489

商品期末たな卸高 55 50

合計 503 539

売上原価合計 28,545 28,410

売上総利益 8,087 8,138

販売費及び一般管理費

荷造運搬費 500 457

販売手数料 415 450

特許権使用料 80 76

役員報酬 137 156

退職給付費用 289 321

賞与引当金繰入額 366 389

役員退職慰労引当金繰入額 33 34

給料及び賃金 1,351 1,359

福利厚生費 97 110

旅費及び交通費 276 319

賃借料 347 323

事務委託費 429 396

減価償却費 27 26

貸倒引当金繰入額 0 －

研究開発費 2,196 2,084

その他 1,010 1,002

販売費及び一般管理費合計 7,553 7,501

営業利益 534 637

営業外収益

受取利息 11 10

受取配当金 543 287

設備賃貸料 375 378

為替差益 － 4

その他 182 195

営業外収益合計 1,110 875

営業外費用

支払利息 126 118

設備賃貸費用 168 163

為替差損 0 －

その他 8 8

営業外費用合計 302 289

経常利益 1,342 1,223
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

特別利益

投資有価証券売却益 3 －

子会社清算益 15 －

特別利益合計 19 －

特別損失

固定資産除売却損 6 7

投資有価証券売却損 － 1

投資有価証券評価損 3 －

特別損失合計 9 8

税引前当期純利益 1,352 1,215

法人税、住民税及び事業税 △92 130

法人税等調整額 457 93

法人税等合計 365 223

当期純利益 986 993
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（３）株主資本等変動計算書

（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 7,218 7,218

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 7,218 7,218

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 196 222

当期変動額

利益準備金の積立 26 25

当期変動額合計 26 25

当期末残高 222 247

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 7,531 8,236

当期変動額

利益準備金の積立 △26 △25

剰余金の配当 △256 △252

当期純利益 986 993

当期変動額合計 705 716

当期末残高 8,236 8,952

利益剰余金合計

当期首残高 7,727 8,458

当期変動額

利益準備金の積立 － －

剰余金の配当 △256 △252

当期純利益 986 993

当期変動額合計 731 741

当期末残高 8,458 9,199

自己株式

当期首残高 △28 △193

当期変動額

自己株式の取得 △165 △0

当期変動額合計 △165 △0

当期末残高 △193 △193

株主資本合計

当期首残高 14,917 15,483

当期変動額

剰余金の配当 △256 △252

当期純利益 986 993

自己株式の取得 △165 △0

当期変動額合計 566 741

当期末残高 15,483 16,223
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（単位：百万円）

前事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

当事業年度
(自 平成24年４月１日
至 平成25年３月31日)

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金

当期首残高 244 277

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33 163

当期変動額合計 33 163

当期末残高 277 440

評価・換算差額等合計

当期首残高 244 277

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33 163

当期変動額合計 33 163

当期末残高 277 440

純資産合計

当期首残高 15,161 15,760

当期変動額

剰余金の配当 △256 △252

当期純利益 986 993

自己株式の取得 △165 △0

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 33 163

当期変動額合計 599 903

当期末残高 15,760 16,664
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該当事項はありません。 

(1)役員の異動（平成25年６月27日付予定）

１．昇格取締役

常務取締役 執行役員  山田 秀光

舶用機器事業担当 兼計測機器事業担当 （取締役 執行役員 舶用機器事業担当 兼計測機器事業担当）

兼品質管理担当

２．新任取締役候補

取締役 執行役員  岡安 尚登

技術担当 兼研究開発センタ所長 （執行役員 研究開発センタ所長 兼技術推進室長）

３．新任監査役候補

監査役（非常勤） 釘宮 亮太郎

 （株式会社あいおいNDIサポートBOX 監査役、

au損害保険株式会社 監査役）

４．退任取締役

常務取締役 執行役員  赤羽 紀之

技術担当 （常勤顧問に就任予定）

取締役 執行役員 海老沼 廣

電子事業担当  （常勤顧問に就任予定）

取締役 執行役員 木村 節朗

営業・サービス担当 （非常勤顧問に就任予定）

５．退任監査役

監査役（非常勤） 宮崎 靖亮

（注）新任監査役候補 釘宮 亮太郎氏は、会社法第２条第16号に定める社外監査役の候補者であり、株式会社東京証

券取引所が一般株主保護のため確保することを義務づけている独立役員の候補者であります。

以 上

(4)個別財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

６．その他
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